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                                          (百万円未満切捨て) 

１． 19 年 11 月中間期の業績（平成 19 年 6 月 1 日～平成 19 年 11 月 30 日） 
(1)経営成績 (％表示は対前年中間期増減率) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年 11 月中間期 
18 年 11 月中間期 

35,241     37.8 
25,572     44.5 

4,489     74.4 
2,575     14.8 

4,250     59.4 
2,666     21.0 

2,292     51.9 
1,509     23.7 

19 年 5 月期 56,932      -  5,047       -  5,078       -  2,708       -  
 
 １株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 

     円  銭     円  銭 

19 年 11 月中間期 
18 年 11 月中間期 

68.46 
45.07 

- 
- 

19 年 5 月期 80.87 - 
(参考) 持分法投資損益 19 年 11 月中間期    - 百万円  18 年 11 月中間期   - 百万円  19 年 5 月期   - 百万円 
  
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％     円  銭 

19 年 11 月中間期 
18 年 11 月中間期 

79,989 
79,960 

51,258 
48,524 

64.1 
60.7 

1,530.76 
1,449.04 

19 年 5 月期 85,806 49,325 57.5 1,473.01 
(参考) 自己資本 19 年 11 月中間期 51,258 百万円  18 年 11 月中間期 48,524 百万円  19 年 5 月期 49,325 百万円 
 
(3)キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 11 月中間期 
18 年 11 月中間期 

19,357 
3,997 

△12,466 
△11,657 

△1,548 
5,808 

10,589 
11,919 

19 年 5 月期 12,501 △25,541 4,514 5,247 
 
２．配当の状況 

 

 

 

 

 
３．20 年 5月期の業績予想（平成 19 年 6 月 1 日～平成 20年 5 月 31 日） 

(％表示は対前期増減率) 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％   円  銭 

通  期 67,000 17.7 6,200 22.8 6,000 18.1 3,360 24.1 100.34 

 

    １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期 末 年  間 

 円 銭 円 銭 円 銭

19 年 5 月期 10.00 10.00 20.00 

20 年 5 月期 11.00  
20年 5月期(予想)  11.00 

22.00 
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４．その他 
(1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更     無 
② ①以外の変更            無 
 

(2) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数(自己株式を含む) 

19 年 11 月中間期 35,497,183 株 18 年 11 月中間期 35,497,183 株 19 年 5月期 35,497,183 株
②期末自己株式数 

19 年 11 月中間期 2,011,711 株 18 年 11 月中間期 2,010,004 株 19年 5月期 2,010,973 株
   (注)１株当たり中間(当期)純利益の算定の基礎となる株式数については、23 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

通期の業績予想につきましては、平成 19 年 7 月 12 日に発表いたしました予想から修正しております。
詳細につきましては、3～4 ページ「1 経営成績 (1)経営成績に関する分析 ③通期の見通し」をご参
照ください。 

上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、リスクや不確
実性を含んでおります。実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値とは異なる結果となり得るこ
とをご承知おき下さい。 
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１．経営成績 

（１）経営成績に関する分析 

①全般の概況 
当中間期におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速懸念といった不安材料を抱えて

いたものの、企業収益の改善から民間設備投資が堅調に推移し、景気は緩やかな拡大を続けました。 
当社の主な需要先であります半導体業界におきましては、パソコンやデジタル家電、携帯電話、自

動車など幅広い分野で需要が順調に推移いたしました。 
このような経営環境の中で当社は、引き続き経営全般にわたる一層の合理化や効率化を推進すると

ともに、300mm シリコンウェハー関連設備をはじめ最先端分野に意欲的に投資するなど、各部門の特

色を最大限に活用しつつ積極的な事業展開を図りました。 

この結果、売上高は 352 億 4 千 1百万円と前年同期比 37.8％の増収となり、営業利益は 44 億８千

９百万円（前年同期比 74.4％増）、経常利益は 42 億５千万円（同 59.4％増）、中間純利益は 22 億９

千２百万円（同 51.9％増）と売上高、利益ともに中間期としては過去最高の業績を達成いたしまし

た。 

②部門別の概況 

半導体材料加工部門 
当部門におきましては、幅広い分野での半導体デバイス需要の拡大を背景に、引き続き 300mm シリ

コンウェハー生産能力の増強を図るとともに、堅調な生産を継続いたしました。更に、高精度加工

技術を活かした競争力のある再生ウェハーの生産・販売に全力で取り組みました。 

この結果、当部門の受注高は 268 億１千６百万円（前年同期比 39.2％増）、売上高は 269 億６千９

百万円（同 48.4％増）となりました。 

商事部門 
当部門の主要顧客であります半導体・電子部品関連各社をはじめとして、各産業分野における研究

開発用途向け試験分析機器等の販売が好調に推移し良好な業績となりました。 
この結果、当部門の受注高は 63 億７千２百万円（前年同期比 3.6％減）、売上高は 70 億３千３百

万円（同 11.1％増）となりました。 

エンジニアリング部門 
半導体関連各社の設備投資に慎重さが見られる中、当部門におきましては主力製品でありますスピ

ンプロセッサの高性能化を図り、自社開発製品の販売活動を積極的に展開いたしました。 
この結果、当部門の受注高は 15 億１千４百万円（前年同期比 70.9％増）、売上高は 12 億３千８百

万円（同 16.1％増）となりました。 

 

③通期の見通し 
今後の見通しにつきましては、引き続き景気の緩やかな回復が期待されるものの、原油価格の高騰

や米国経済の減速など懸念材料を抱えており、わが国経済は予断を許さない状況が続くものと予想

されます。 
半導体業界におきましては、自動車関連をはじめ半導体製品の更なる用途拡大が期待され、全体と
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して需要は堅調に推移するものと見込まれております。 
このような環境の下、当社は需要動向に応じた柔軟かつタイムリーな生産能力の確保や高品質化・

高精度化のための諸施策を積極的に展開いたします。同時に、世界市場における再生ウェハーのシ

ェア拡大を図るべく生産能力の増強や販売体制の強化を推進してまいります。 
通期の業績として、売上高は 670 億円（前期比 17.7％増）、営業利益は 62 億円（同 22.8％増）、経

常利益は 60 億円（同 18.1％増）、当期純利益は 33 億 6 千万円（同 24.1％増）を予想しております。 

（２）財政状態に関する分析 

①財政状態 

当中間期における総資産は、売掛金の減少、固定資産の減少等により前期末と比較して 58 億１千７

百万円減少し、799 億８千９百万円となりました。一方、負債合計は未払法人税等の減少及び未払金

の減少等により 77 億４千９百万円減少し、287 億３千１百万円となりました。純資産合計は利益剰余

金の増加 19 億５千７百万円により、512 億５千８百万円となりました。 

 

②キャッシュ･フローの状況 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得による支出

等があったものの、税引前中間純利益及び減価償却費等の増加により、前期末に比べて 53 億４千１百

万円（101.8％）の増加となり、当中間期末は 105 億８千９百万円となりました。 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間期において営業活動の結果得られた資金は 193 億５千７百万円（前年同期比 153 億６千万

円増）となりました。これは法人税等の支払 34 億２千８百万円があったものの、税引前中間純利

益 39 億５千８百万円、減価償却費 112 億６千９百万円等により資金が増加したことによるもので

す。 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間期において投資活動の結果使用した資金は 124 億６千６百万円（前年同期比８億８百万円

増）となりました。これは生産設備の増強等による有形固定資産の取得による支出 117 億９千１百

万円等があったことによるものです。 

 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間期において財務活動の結果使用した資金は 15 億４千８百万円（前年同期比 73 億５千６百

万円増）となりました。これは長期未払金の減少 11 億６千１百万円等があったことによるもので

す。 

 

（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 17年11月期 18 年 5 月期 18年11月期 19 年 5 月期 19年11月期

自己資本比率(％) 58.7 71.0 60.7 57.5 64.1

時価ベースの自己資本比率(％) 84.1 101.3 95.9 90.7 99.0

キャッシュ･フロー対有利子負債比率(年) 0.8 0.1 0.9 0.5 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 168.2 508.6 183.9 150.7 398.3
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自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ･フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ･フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも財務数値により算出しております。 

（注２）株式時価総額は、中間（期末）株価終値×中間（期末）発行済株式総数（自己株式控除

後）により算出しております。 
（注３）キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、中間（期末）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払ってい

る全ての負債を対象としております。 

（注５）利払いについては、中間（期末）キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

（注６）中間期については、キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は業績の向上と株主の皆様への利益還元をともに経営の重要事項と位置付けており、経営基盤

の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、継続的な安定配当を実現していくことを基本方針と

しております。内部留保資金につきましては、今後の成長に向けた事業拡大のために有効投資いた

します。 

この方針に従って、当期の中間配当金は、前期の中間配当金（10 円）より１円増額し、１株につ

き 11 円といたしました。また、当期の期末配当金は１株当たり 11 円を予定しており、これにより

年間配当金は前期の 20 円に対して２円増の１株当たり 22 円を予定しております。 

 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 19 年８月 30 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」および

「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略いたします。 

 

３．経営方針 

「（１）会社の経営の基本方針」、「（２）目標とする経営指標」、「（３）中長期的な会社の経営戦略

及び対処すべき課題」は、平成 19 年５月期決算短信（平成 19 年７月 12 日開示）により開示を行っ

た内容から重要な変更がないため開示を省略いたします。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 
http://www.mimasu.co.jp 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
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(単位:百万円)

期  別

注記
科  目 番号

34,707 43.4 32,185 40.2 33,090 38.6

11,922 10,592 5,250

874 1,139 1,604

19,278 17,179 21,960

1,456 2,224 2,128

506 507 650

※4 670 549 1,499

△2 △6 △2

45,253 56.6 47,804 59.8 52,716 61.4

※1 40,247 50.3 41,768 52.2 46,595 54.3

※3 15,400 15,361 15,422

20,930 22,696 27,609

1,629 1,863 1,863

700 87 77

1,586 1,759 1,622

2,204 2.8 2,560 3.2 2,164 2.5

※2 2,802 3.5 3,474 4.4 3,956 4.6

79,960 100.0 79,989 100.0 85,806 100.0

４．中間財務諸表

平成19年11月30日現在

％％

金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

機 械 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

売 掛 金

た な 卸 資 産

受 取 手 形

そ の 他

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

％

 (１) 中間貸借対照表

平成18年11月30日現在

前中間会計期間末 前事業年度末

平成19年 5月31日現在

当中間会計期間末

( 資 産 の 部 )
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(単位:百万円)

期  別

注記
科  目 番号

26,005 32.5 25,372 31.7 31,980 37.3

3,431 3,755 3,617

6,344 7,378 7,085

11,723 9,447 14,145

2,082 1,114 3,514

1,107 1,583 2,179

※4 1,216 1,993 1,338

5,430 6.8 3,358 4.2 4,500 5.2

300 200 250

816 1,007 936

120 146 126

4,193 2,004 3,187

31,436 39.3 28,731 35.9 36,481 42.5

48,386 60.5 51,203 64.0 49,248 57.4

18,824 23.5 18,824 23.5 18,824 21.9

18,778 23.5 18,778 23.5 18,778 21.9

18,778 18,778 18,778

14,185 17.7 17,006 21.3 15,049 17.6

689 689 689

13,496 16,317 14,359

5,900 6,900 5,900

7,596 9,417 8,459

△3,400 △4.2 △3,405 △4.3 △3,403 △4.0

137 0.2 54 0.1 77 0.1

137 0.2 54 0.1 77 0.1

48,524 60.7 51,258 64.1 49,325 57.5

79,960 100.0 79,989 100.0 85,806 100.0

資 本 金

前事業年度末

平成19年11月30日現在平成18年11月30日現在 平成19年 5月31日現在

前中間会計期間末 当中間会計期間末

％

株 主 資 本

支 払 手 形

そ の 他

( 純 資 産 の 部 )

買 掛 金

退 職 給 付 引 当 金

設 備 関 係 支 払 手 形

そ の 他

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債
％

負 債 及 び 純 資 産 合 計

一 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

未 払 金

純 資 産 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

構成比構成比 金     額

未 払 法 人 税 等

金     額

100

％

100 100

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

構成比 金     額

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

資 本 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 借 入 金
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                 期   別 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

自 平成18年 6月 1日 自 平成19年 6月 1日 自 平成18年 6月 1日

至 平成18年11月30日 至 平成19年11月30日 至 平成19年 5月31日

注記
科   目 番号

％ ％ ％

25,572 100.0 35,241 100.0 56,932 100.0

※1 20,664 80.8 28,182 80.0 47,557 83.5

4,908 19.2 7,059 20.0 9,374 16.5

※1 2,333 9.1 2,569 7.3 4,327 7.6 

2,575 10.1 4,489 12.7 5,047 8.9

※2 118 0.4 60 0.2 214 0.3

※3 26 0.1 299 0.8 183 0.3

2,666 10.4 4,250 12.1 5,078 8.9

2 0.0 ― ― 138 0.3
※4
※5

2,550 10.0 3,958 11.2 4,787 8.4

2,012 7.9 1,059 3.0 4,436 7.8

△971 △ 3.8 606 1.7 △2,356 △ 4.2 

1,509 5.9 2,292 6.5 2,708 4.8

6,302 百万円 11,269 百万円 17,129 百万円

金     額  百分比

 (２) 中間損益計算書
(単位:百万円)

金     額  百分比金     額  百分比

営 業 外 費 用

特 別 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

(注) 減 価 償 却 実 施 額

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

(前中間会計期間) 

特 別 損 失 118 0.4 428 0.8

(前事業年度) (当中間会計期間) 

292 0.9
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前中間会計期間（自　平成18年 6月 1日　至　平成18年11月30日）
(単位:百万円)

評価・換算
差額等

資本剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年5月31日残高 18,824 18,778 689 5,600 6,955 △3,398 47,448 160

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立 300 △300 －

剰余金の配当 △569 △569

中間純利益 1,509 1,509

単元未満株式の買取による
自己株式の取得

△2 △2

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）

△22

中間会計期間中の変動額合計 － － － 300 640 △2 937 △22

平成18年11月30日残高 18,824 18,778 689 5,900 7,596 △3,400 48,386 137

当中間会計期間（自　平成19年 6月 1日　至　平成19年11月30日）
(単位:百万円)

評価・換算
差額等

資本剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年5月31日残高 18,824 18,778 689 5,900 8,459 △3,403 49,248 77

中間会計期間中の変動額

別途積立金の積立 1,000 △1,000 －

剰余金の配当 △334 △334

中間純利益 2,292 2,292

単元未満株式の買取による
自己株式の取得

△1 △1

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）

△23

中間会計期間中の変動額合計 － － － 1,000 957 △1 1,955 △23

平成19年11月30日残高 18,824 18,778 689 6,900 9,417 △3,405 51,203 54

利益
準備金

その他利益剰余金

その他
有価証券

評価差額金

その他利益剰余金
項目

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本
準備金

（３）中間株主資本等変動計算書

項目

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金
資本

準備金

利益
準備金
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前事業年度（自　平成18年 6月 1日　至　平成19年 5月31日）
(単位:百万円)

評価・換算
差額等

資本剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年5月31日残高 18,824 18,778 689 5,600 6,955 △3,398 47,448 160

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 300 △300 －

剰余金の配当 △904 △904

当期純利益 2,708 2,708

単元未満株式の買取による
自己株式の取得

△4 △4

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△82

事業年度中の変動額合計 － － － 300 1,504 △4 1,799 △82

平成19年5月31日残高 18,824 18,778 689 5,900 8,459 △3,403 49,248 77

項目

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本
準備金

利益
準備金

その他利益剰余金
その他

有価証券
評価差額金
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（４）中間キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

注記
番号

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間（当期）純利益 2,550 3,958 4,787

減価償却費 6,302 11,269 17,129

減損損失 95 87 324

貸倒引当金の増加額（△減少額） 0 3 △ 2

役員賞与引当金の増加額(△減少額） △ 20 △ 29 17

退職給付引当金の増加額（△減少額） △ 25 70 94

役員退職慰労引当金の増加額 19 20 25

受取利息及び受取配当金 △ 12 △ 13 △ 19

支払利息 23 48 84

為替差損益 △ 0 1 △ 2

有形固定資産除却損 8 121 73

投資有価証券売却益 ―　 ―　 △ 135

売上債権の減少額（△増加額） △ 4,506 5,245 △ 7,917

たな卸資産の増加額 △ 336 △ 96 △ 1,007

仕入債務の増加額 1,710 431 2,637

その他 △ 468 1,701 △ 1,183

小   計 5,340 22,821 14,907

利息及び配当金の受取額 11 13 19

利息の支払額 △ 21 △ 48 △ 82

法人税等の支払額 △ 1,332 △ 3,428 △ 2,342

　営業活動によるキャッシュ・フロー 3,997 19,357 12,501

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 3 △ 3 △ 6

定期預金の払戻による収入 1,403 3 1,406

有形固定資産の取得による支出 △ 12,403 △ 11,791 △ 26,326

有形固定資産の売却による収入 6 3 7

無形固定資産の取得による支出 △ 646 △ 587 △ 758

投資有価証券の取得による支出 △ 5 △ 10 △ 10

投資有価証券の売却による収入 ―　 ―　 172

その他 △ 8 △ 80 △ 24

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 11,657 △ 12,466 △ 25,541

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △ 50 △ 50 △ 100

自己株式の取得による支出 △ 2 △ 1 △ 4

配当金の支払額 △ 566 △ 334 △ 902

その他 6,427 △ 1,162 5,521

　財務活動によるキャッシュ・フロー 5,808 △ 1,548 4,514

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △ 1 2

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △ 1,850 5,341 △ 8,523

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 13,770 5,247 13,770

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末 (期末) 残高 11,919 10,589 5,247

期　　別 

 科　　目

前中間会計期間
自 平成18年 6月 1日
至 平成18年11月30日

金　　額 金　　額 金　　額

前事業年度
自 平成18年 6月 1日

当中間会計期間
自 平成19年 6月 1日
至 平成19年11月30日至 平成19年 5月31日
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

(1) 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

中間期末日の市
場価格等に基づく
時価法によってお
ります。

（評価差額は、
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は、移動平
均法により算定し
ております。）

(1) 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
同左
　

(1) 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

期末日の市場価
格等に基づく時価
法によっておりま
す。

（評価差額は、
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は、移動平
均法により算定し
ております。）

　 時価のないもの
移動平均法によ

る原価法によって
おります。

時価のないもの
同左

時価のないもの
同左

　 (2) たな卸資産
商品、原材料、貯蔵

品並びに半導体事業部
の製品及び仕掛品は、
月別総平均法に基づく
原価法によっておりま
す。また、エンジニア
リング事業部の仕掛品
は、個別法に基づく原
価法によっておりま
す。

(2) たな卸資産
同左
　

(2) たな卸資産
同左

２　固定資産の減価償
却の方法

　

(1) 有形固定資産
定率法を採用してお

ります。
ただし、平成10年４

月１日以降に取得した
建物（建物附属設備は
除く）については、定
額法を採用しておりま
す。

なお、主な耐用年数
は次のとおりでありま
す。

建物　　 ８～50年
機械装置  ３～５年

(1) 有形固定資産
定率法（改正法人税

法に規定する定額法の
償却率（１／耐用年
数）を2.5倍した数と
し、特定事業年度以降
は残存年数による均等
償却に切り換えて備忘
価額１円まで償却する
方法）を採用しており
ます。

(1) 有形固定資産
定率法（改正法人税

法に規定する定額法の
償却率（１／耐用年
数）を2.5倍した数と
し、特定事業年度以降
は残存年数による均等
償却に切り換えて備忘
価額１円まで償却する
方法）を採用しており
ます。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

　

（耐用年数の変更）
　現在、シリコンウェ
ハーに対する要求品質
の急速な変化に対応す
るため設備の世代交代
を伴う技術革新のスピ
ードは従来にも増して
一層高まっておりま
す。また当社では最先
端300mmシリコンウェ
ハーの急速な需要増大
に対応するため大規模
な設備投資を実行して
おり、資産（加工設
備）の構成内容も設備
の世代交代を伴いつつ
急激に変化しておりま
す。このような状況の
下、全体として設備の
経済的使用可能予測期
間が著しく短縮化し、
設備の陳腐化が早まっ
てきたこと及び今後の
加工設備の更新期間の
短縮化が見込まれるこ
とから、従来、半導体
材料加工設備の耐用年
数は５年（一部の最先
端加工設備は４年）と
して減価償却を行って
きましたが、シリコン
ウェハー加工設備（再
生ウェハー加工設備を
除く）については、当
中間会計期間より耐用
年数を３年に変更いた
しました。

この変更に伴い、従
来と同一の耐用年数に
よった場合に比べ、減
価償却費が1,082百万
円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前中
間純利益がそれぞれ
1,040百万円減少して
おります。

　

　なお、平成19年３月
31日以前に取得した固
定資産については、残
存価額を取得価額の
10％とした定率法（旧
定率法）によっており
ます。
　また、平成10年４月
１日以降に取得した建
物（建物附属設備は除
く）については、定額
法（改正法人税法に規
定する耐用年数経過時
点における残存価額が
ゼロとなる償却率によ
り、耐用年数にわたっ
て均等に償却する方
法）を採用しておりま
す。
　ただし、平成10年４
月１日以降に取得した
建物（建物附属設備は
除く）のうち、平成19
年３月31日以前に取得
した建物（建物附属設
備は除く）について
は、残存価額を取得価
額の10％とした定額法
（旧定額法）によって
おります。
　なお、主な耐用年数
は次のとおりでありま
す。
建物　　 ８～50年
機械装置 ３～５年
　また、通常の使用時
間を超えて使用する一
部の機械装置について
は、増加償却を実施し
ております。

　なお、平成19年３月
31日以前に取得した固
定資産については、残
存価額を取得価額の
10％とした定率法（旧
定率法）によっており
ます。
　また、平成10年４月
１日以降に取得した建
物（建物附属設備は除
く）については、定額
法（改正法人税法に規
定する耐用年数経過時
点における残存価額が
ゼロとなる償却率によ
り、耐用年数にわたっ
て均等に償却する方
法）を採用しておりま
す。
　ただし、平成10年４
月１日以降に取得した
建物（建物附属設備は
除く）のうち、平成19
年３月31日以前に取得
した建物（建物附属設
備は除く）について
は、残存価額を取得価
額の10％とした定額法
（旧定額法）によって
おります。
　なお、主な耐用年数
は次のとおりでありま
す。
建物　　 ８～50年
機械装置 ３～５年

　
（会計方針の変更）
　当事業年度から、平
成19年度の法人税法の
改正に伴い、平成19年
４月１日以降取得の固
定資産については、改
正法人税法に規定する
減価償却の方法によ
り、減価償却費を計上
しております。
　この変更に伴い、従
来と同一の方法によっ
た場合に比べ、減価償
却費が78百万円増加
し、営業利益、経常利
益及び税引前当期純利
益がそれぞれ65百万円
減少しております。

　

三益半導体工業㈱（8155）平成20年5月期中間決算短信(非連結)

－13－



　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

　 　 （追加情報）
１ 従来、再生ウェハー

加工設備の耐用年数
は５年として減価償
却を行ってきました
が、300mmウェハー
への世代交代が進行
し300mmウェハーの
生産量が拡大してい
ることから当該加工
設備の稼働率が急速
に高まり、再生ウェ
ハー加工設備全体と
して通常の稼働時間
を越えて使用するこ
とが常態化しており
ます。このため当該
加工設備は長時間稼
動による物理的劣化
が早まるものと考え
られます。このよう
な状況において使用
実態に整合した費用
配分を図るため、当
中間会計期間より増
加償却を実施するこ
とに致しました。
　また殆どのユーテ
ィリティ設備はプラ
イムウェハー・再生
ウェハー共用となっ
ておりますが、その
いずれも高稼動状態
が継続しており、高
負荷長時間稼動によ
る設備の物理的劣化
は免れないものと予
想されますので、当
該ユーティリティ設
備につきましても当
中間会計期間より増
加償却を実施するこ
とに致しました。
　この結果、減価償
却費が777百万円増
加し、営業利益、経
常利益及び税引前中
間純利益がそれぞれ
750百万円減少して
おります。

（耐用年数の変更）
　従来、半導体材料加
工設備の耐用年数は５
年（一部の最先端加工
設備は４年）として減
価償却を行ってきまし
たが、直近の半導体産
業における急速な高集
積化の進展を背景とし
て、半導体シリコンウ
ェハーに対する要求品
質は、回路線幅の微細
化に対応した平坦度や
清浄度など、格段にそ
の厳しさを増しており
ます。これに伴いウェ
ハー加工設備におきま
しては、要求品質の急
速な変化に対応するた
め設備の世代交代を伴
う技術革新のスピード
が一層高まっておりま
す。
　そうした背景の下、
今期は最先端300mmシ
リコンウェハーの急速
な需要増大に対応する
ため大規模な設備投資
を実行しております
が、これにより事業規
模は顕著な拡大を続け
ており、同時に資産
（加工設備）の構成内
容も設備の世代交代を
伴いつつ急激に変化し
ております。この結
果、全体として設備の
経済的使用可能予測期
間が著しく短縮化する
こととなりました。こ
のような状況の中で今
後の加工設備について
見直したところ、その
更新期間が従来にも増
して短期間となること
が見込まれるため、当
事業年度よりシリコン
ウェハー加工設備（再
生ウェハー加工設備を
除く）の耐用年数を３
年に変更いたしまし
た。
　この変更に伴い、従
来と同一の耐用年数に
よった場合に比べ、減
価償却費が2,978百万
円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前当
期純利益がそれぞれ
2,906百万円減少して
おります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

　 　 ２ 当中間会計期間か
ら、平成19年３月
31日以前に取得し
た固定資産について
は、償却可能限度額
まで償却が終了した
翌年から５年間で均
等償却する方法によ
っております。
　この変更に伴い、
減価償却費が72百
万円増加し、営業利
益、経常利益及び税
引前中間純利益がそ
れぞれ69百万円減
少しております。

　

　 (2) 無形固定資産
自社利用のソフトウ
ェア

社内における利用
可能期間（５年）に
基づく定額法を採用
しております。

(2) 無形固定資産
自社利用のソフトウ
ェア

同左
　

(2) 無形固定資産
自社利用のソフトウ
ェア

同左

　

　 その他の無形固定資
産

定額法を採用して
おります。

その他の無形固定資
産

同左

　

その他の無形固定資
産

同左

　

３　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の

支払に備えて、役員賞

与支給見込額のうち当

中間会計期間負担額を

計上しております。

(2) 役員賞与引当金

同左

(2) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の

支払に備えて、役員賞

与支給見込額のうち当

事業年度負担額を計上

しております。

　 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当中間会

計期間末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

数理計算上の差異

は、その発生時に一括

処理しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業

年度末に発生している

と認められる額を計上

しております。

数理計算上の差異

は、発生年度に一括処

理しております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

　 (4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ます。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

　

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。

同左

　

外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。

５　リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が、

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左 同左

６　中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書）における

資金の範囲

手許現金、要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっ

ております。

同左 同左

７　その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理の方法

消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理の方法

同左

消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。
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(6) 中間財務諸表に関する注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末

（平成18年11月30日）
当中間会計期間末

（平成19年11月30日）
前事業年度末

（平成19年５月31日）

※１　有形固定資
産の減価償
却累計額

42,279百万円
※１　有形固定資

産の減価償
却累計額

62,221百万円
※１　有形固定資

産の減価償
却累計額

52,392百万円

※２　担保資産

投資その他の資産のうち、
投資有価証券37百万円を営業
保証の担保に提供しておりま
す。

※２　担保資産

投資その他の資産のうち、
投資有価証券1百万円を営業保
証の担保に提供しておりま
す。

※２　担保資産

投資その他の資産のうち、
投資有価証券42百万円を営業
保証の担保に提供しておりま
す。

※３　国庫補助金による固定資産圧

縮記帳額

建物 33百万円

※３　国庫補助金による固定資産圧

縮記帳額

建物 33百万円

※３　国庫補助金による固定資産圧

縮記帳額

建物 33百万円

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺し、さらに中間納

付の消費税等を差し引いた金

額を、流動資産のその他に含

めて表示しております。

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺し、さらに中間納

付の消費税等を差し引いた金

額を、流動負債のその他に含

めて表示しております。

※４　　　 ―――――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

※１　減価償却実施額

有形
固定資産

6,185百万円

無形
固定資産

117百万円

※１　減価償却実施額

有形
固定資産

11,067百万円

無形
固定資産

201百万円

※１　減価償却実施額

有形
固定資産

16,840百万円

無形
固定資産

289百万円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 4百万円

為替差益 47百万円

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 5百万円

　 　

※２　営業外収益の主要項目

受取利息 9百万円

為替差益 117百万円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 23百万円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 48百万円

為替差損 124百万円

※３　営業外費用の主要項目

支払利息 84百万円

　 　

　 　
　 　 　
※４　特別損失の主要項目

固定資産
除売却損

14百万円

除却損

建物 10百万円

機械装置 3百万円

その他 0百万円

計 14百万円

売却損

車輌運搬具 0百万円

減損損失 95百万円

※４　特別損失の主要項目

固定資産
除売却損

204百万円

除却損

建物 27百万円

機械装置 58百万円

その他 117百万円

計 204百万円

減損損失 87百万円

※４　特別損失の主要項目

固定資産
除売却損

95百万円

除却損

建物 25百万円

機械装置 47百万円

その他 21百万円

計 94百万円

売却損

車輌運搬具 1百万円

減損損失 324百万円

※５　減損損失

当社は、事業用資産につい

ては管理会計上の区分を基礎

としてグルーピングを行って

おります。

当中間会計期間において

は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類
半導体事
業部
上郊工場
(群馬県
高崎市)

生産用設
備

機械装置

当該資産は現在遊休状態で

あり、また将来の用途が定ま

っていないため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（95百万

円）として特別損失に計上し

ております。なお、当該資産

の回収可能価額は、正味売却

価額であり、その評価額は主

として残存価額としておりま

す。

※５　減損損失

当社は、事業用資産につい

ては管理会計上の区分を基礎

としてグルーピングを行って

おります。

当中間会計期間において

は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しており

ます。

場所 用途 種類
半導体事
業部
上郊工場
他
(群馬県
高崎市)

生産用設
備
　

建物
機械装置
その他

 

当該資産は現在遊休状態で

あり、また将来の用途が定ま

っていないため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（建物20

百万円、機械装置67百万円、

その他0百万円）として特別損

失に計上しております。な

お、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額であり、そ

の評価額は主として備忘価額

としております。

※５　減損損失

当社は、事業用資産につい

て管理会計上の区分を基礎と

してグルーピングを行ってお

ります。

当事業年度においては、以

下の資産グループについて減

損損失を計上しております。

場所 用途 種類
半導体事
業部
上郊工場
他
(群馬県
高崎市)

生産用設
備

建物
構築物
機械装置
その他

当該資産は現在遊休状態で

あり、また将来の用途が定ま

っていないため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（建物111

百万円、構築物6百万円、機械

装置205百万円、その他1百万

円）として特別損失に計上し

ております。なお、当該資産

の回収可能価額は、正味売却

価額であり、その評価額は主

として残存価額としておりま

す。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年６月１日　至　平成18年11月30日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間 

増加株式数
当中間会計期間 

減少株式数
当中間会計期間末

普通株式 35,497,183株 ― ― 35,497,183株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間 

増加株式数
当中間会計期間 

減少株式数
当中間会計期間末

普通株式 2,008,902株 1,102株 ― 2,010,004株
　

(注)　当中間会計期間増加の概要

単元未満株式の買取による自己株式の取得　　　　　1,102株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

        平成18年８月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 569百万円

　　　 配当の原資 利益剰余金

　　　 １株当たり配当額 17円

　　　 基準日 平成18年５月31日

　　 　効力発生日 平成18年８月31日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

        平成19年１月16日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 334百万円

　　　 配当の原資 利益剰余金

　　　 １株当たり配当額 10円

　　　 基準日 平成18年11月30日

　　 　効力発生日 平成19年２月８日
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当中間会計期間(自　平成19年６月１日　至　平成19年11月30日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間 

増加株式数
当中間会計期間 

減少株式数
当中間会計期間末

普通株式 35,497,183株 ― ― 35,497,183株

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末
当中間会計期間 

増加株式数
当中間会計期間 

減少株式数
当中間会計期間末

普通株式 2,010,973株 738株 ― 2,011,711株
　

(注)　当中間会計期間増加の概要

単元未満株式の買取による自己株式の取得　　　　　  738株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

        平成19年８月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 334百万円

　　　 配当の原資 利益剰余金

　　　 １株当たり配当額 10円

　　　 基準日 平成19年５月31日

　　 　効力発生日 平成19年８月31日

　

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

        平成20年１月16日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 368百万円

　　　 配当の原資 利益剰余金

　　　 １株当たり配当額 11円

　　　 基準日 平成19年11月30日

　　 　効力発生日 平成20年２月８日
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前事業年度(自　平成18年６月１日　至　平成19年５月31日)

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末

普通株式 35,497,183株 ― ― 35,497,183株

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末

普通株式 2,008,902株 2,071株 ― 2,010,973株
　

(注)　当期増加の概要

単元未満株式の買取による自己株式の取得　　　　　2,071株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

        ①平成18年８月30日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 569百万円

　　　 １株当たり配当額 17円

　　　 基準日 平成18年５月31日

　　 　効力発生日 平成18年８月31日

　　　　②平成19年１月16日の取締役会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 334百万円

　　　 １株当たり配当額 10円

　　　 基準日 平成18年11月30日

　　 　効力発生日 平成19年２月８日

　

　(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

        平成19年８月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　 配当金の総額 334百万円

　　　 配当の原資 利益剰余金

　　　 １株当たり配当額 10円

　　　 基準日 平成19年５月31日

　　 　効力発生日 平成19年８月31日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

11,922百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3

現金及び
現金同等物

11,919

　

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び
預金勘定

10,592百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3

現金及び
現金同等物

10,589

　

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び
預金勘定

5,250百万円

預入期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△3

現金及び
現金同等物

5,247

　

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(持分法投資損益等)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

１株当たり純資産額 1,449.04円 1,530.76円 1,473.01円

１株当たり中間（当期）純利益 45.07円 68.46円 80.87円

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益

―　円 ―　円 ―　円

　

なお、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益につ
いては、潜在株式が存在
しないため、記載してお
りません。

同左 なお、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益につ
いては、潜在株式が存在
しないため、記載してお
りません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末

（平成18年11月30日)
当中間会計期間末

（平成19年11月30日)
前事業年度末

（平成19年５月31日)

純資産の部の合計額 48,524百万円 51,258百万円 49,325百万円

普通株式に係る純資産の額 48,524百万円 51,258百万円 49,325百万円

普通株式の発行済株式数 35,497千株 35,497千株 35,497千株

普通株式の自己株式数 2,010千株 2,011千株 2,010千株

１株当たり純資産額の算定に用い
られた普通株式の数

33,487千株 33,485千株 33,486千株

　
２　１株当たり中間（当期）純利益

項目
前中間会計期間

(自　平成18年６月１日
至　平成18年11月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年６月１日
至　平成19年11月30日)

前事業年度
(自　平成18年６月１日
至　平成19年５月31日)

１株当たり中間（当期）純利益 　 　 　

中間（当期）純利益 1,509百万円 2,292百万円 2,708百万円

普通株主に帰属しない金額 ― 百万円 ― 百万円 ― 百万円

普通株式に係る中間（当期）
純利益

1,509百万円 2,292百万円 2,708百万円

普通株式の期中平均株式数 33,487千株 33,485千株 33,487千株
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
 

 

(開示の省略) 

リース取引、有価証券に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため開示を省略いたします。 

 

５．その他 
 

（１）部門別売上明細表 

     （単位：百万円）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成 18 年  6 月  1 日 自 平成 19 年  6 月  1 日 自 平成 18 年 6 月  1 日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 至 平成 19 年 11 月 30 日 至 平成 19 年 5 月 31 日 

 
期 別 

 

    
部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減率 

  ％ ％  ％

半 導 体 材 料 

加 工 部 門 
18,172 71.0 26,969 76.5 41,221 72.4 

商 事 部 門 6,333 24.8 7,033 20.0 13,218 23.2 

エ ン ジ ニ ア 

リ ン グ 部 門 
1,066 4.2 1,238 3.5 2,492 4.4 

合   計 25,572 100.0 35,241 100.0 56,932 100.0 

 

（２）部門別受注明細表 

   （単位：百万円）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

自 平成 18 年  6 月  1 日 自 平成 19 年  6 月  1 日 自 平成 18 年 6 月  1 日 

至 平成 18 年 11 月 30 日 至 平成 19 年 11 月 30 日 至 平成 19 年 5 月 31 日 

 
期 別 

 

    
部 門 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 

半 導 体 材 料 

加 工 部 門 
19,258 4,458 26,816 4,803 42,804 4,956 

商 事 部 門 6,606 1,480 6,372 856 13,530 1,518 

エ ン ジ ニ ア 

リ ン グ 部 門 
886 554 1,514 1,354 2,836 1,078 

合   計 26,751 6,493 34,702 7,014 59,170 7,552 
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